	センター判定申立書
（無効判定：単独／双方）（注１）
２００　年　　月　　日
日本知的財産仲裁センター　御中

１　判定申立事件の表示
特許（実用新案登録／意匠登録／商標登録）第○○○○○○号判定申立事件
２　申立人
住所（居所）

電話番号

ファックス番号

電子メールアドレス

氏名（名称）
（代表者）　　　　　　　　　　　   　　印（注２）
３　申立人代理人（注３）
住所（居所）

電話番号

ファックス番号

電子メールアドレス

氏名　弁理士（／弁護士）　　　　　　  印
４　被申立人（注４）
住所（居所）

電話番号

ファックス番号

電子メールアドレス

氏名（名称）
（代表者）

５　申立ての趣旨（注５）

６　申立ての理由
(1) 判定申立てに至った事情

(2) 本件特許（実用新案登録／意匠登録／商標登録）の手続の経緯（注６）
出　願　　　　　　　年　　月　　日

登　録　　　　　　　年　　月　　日

(3) 本件特許発明（登録実用新案／登録意匠／登録商標）の説明
(4) 本件特許の請求項○に係る特許発明（本件実用新案登録の請求項○に係る登録実用新案／本件登録意匠／本件登録商標）と引用資料との対比等（注７）
(5) 本件特許に無効事由があるとの申立人の主張（注８）
(6) むすび

７　添付書類又は添付物件の目録（注９）（注１０）
(1) センター判定申立書　　　                    写し３通

(2)資料目録　　　　　　　　　　　 　　　       １通（注１１）
写し３通

(3) 特許（実用新案／意匠／商標）登録原簿謄本　　１通
写し３通

(4) 資格を証明する書類　　　申立人，被申立人各１通（計２通）（注１２）　

(5) 委任状　　　　　　　　　　　　　            １通（注１３）


（注１）単独判定・双方判定のうち，該当するものを表示する。

（注２）代理人がいるときは申立人に関する印は不要である。
（注３）代理人がいる場合にのみ記載する。連絡場所を記載すること。
（注４）双方判定申立の場合にのみ記載する。電話番号，ファックス番号及び電子メールアドレスは，申立人の知る範囲で記載する。
（注５）申立ての趣旨は申立てにかかる権利の種類に応じ，それぞれ次のとおり記載する。

＜特許＞　

別紙申立人提出資料目録記載の資料による範囲において（／当事者が提出する資料の範囲において），特許第○○○○○号の請求項○に係る特許には無効事由があるとの判定を求める。

＜実用新案＞

別紙申立人提出資料目録記載の資料による範囲において（／当事者が提出する資料の範囲において），実用新案登録第○○○○○号の請求項○に係る実用新案登録には無効事由があるとの判定を求める。

＜意匠＞

別紙申立人提出資料目録記載の資料による範囲において（／当事者が提出する資料の範囲において），意匠登録第○○○○○号の意匠登録には無効事由があるとの判定を求める。

＜商標＞

別紙申立人提出資料目録記載の資料による範囲において（／当事者が提出する資料の範囲において），商標登録第○○○○○号の商標登録には無効事由があるとの判定を求める。

（注６）補正書，意見書，優先権主張，分割手続等の審理が必要な申立てについてはそれらの手続経緯も記載すること

例．出願　　　　２００○年○月○日　特願○○○○○○（出願日○年○月○日）から出願分割

補正書提出　２００○年○月○日

（注７）一致点と相違点等を書く。無効理由に適合した標題に変更してもよい。
（注８）一致点と相違点等に関する申立人の主張等を書く。
（注９）訴訟の訴状・答弁書・準備書面にならって，証拠方法，附属書類に分けて両者を記載してもよい。
（注１０）写しの部数は，被申立人と判定人の数の合計（被申立人１，判定人２のときは３）とする。
（注１１）資料目録には，資料番号，資料名，作成年月日，作成者，立証趣旨等を記載する。資料番号は甲第１号証，甲第２号証のように表示する。

添付する資料（出願書類を含む特許庁に提出した書類，特許庁からの受領した書類，公報，関連する先行文献等）の引用箇所は赤枠で囲む等によって明示すること。

（注１２）申立人が法人の場合は，代表者資格証明書，商業登記簿謄本等を提出する。被申立人が法人の場合，被申立人の分も申立人が提出する。申立人１，被申立人２で全てが法人のときは各１通（計３通）となる。

（注１３）例．代理人が２人の場合：　１枚の委任状に２人の代理人を記載しているときは１通となり，代理人ごとに個別の委任状があるときは各１通（計２通）となる。
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